
障害者雇用を支援する機関

　平成26年度の障害者雇用職場改善好事例の募集テーマは、「支援機関の活用や企業内における専門人材の
育成等による精神障害者の職場改善好事例」でした。
　応募事業所の多くは、支援機関と連携して、職場で生じる課題に応じて役割分担をしながら雇用促進・職
場定着を進めています。
　障害者の就職に向けた支援を実施する機関には、主に以下のようなものがあります。

※ p60,61は、当機構で作成したマニュアル「はじめからわかる障害者雇用 事業主のためのＱ＆Ａ集」のＱ28を参考にしています。

【主な業務内容】
●ジョブコーチ支援
●リワーク支援
●事業主支援　など

【主な支援スタッフ】
●障害職業カウンセラー
●ジョブコーチ
●リワークアシスタント

【主な業務内容】
●障害者雇用納付金制度に

基づく申告・申請の受付、
障害者職業生活相談員認
定講習の開催　など

【主な支援スタッフ】
●助成金担当者

企 業

地域障害者
職業センター 高齢・障害者雇用

支援センター

【主な業務内容】
●職業訓練　　など

【主な支援スタッフ】
●職業訓練指導員

障害者職業
能力開発校

【主な業務内容】
●就労に必要な訓練など

【主な支援スタッフ】
●指導員

就労移行支援
事業所

【主な業務内容】
●職業紹介
●雇用率達成指導

【主な支援スタッフ】
●専門援助部門の職員
●事業主指導部門の職員

ハローワーク

【主な業務内容】
●就職・職場定着に向けた支援
●生活習慣、健康管理、金銭管

理などの日常生活の助言
など

【主な支援スタッフ】
●就業支援ワーカー
●生活支援ワーカー

障害者就業・
生活支援センター

障害者を雇用する場合に、相談や支援を行ってもらえる機関
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企業の障害者雇用の流れ

障害者雇用の検討

支援機関と支援の内容 制度・助成措置など
の活用

ハローワーク
雇用率達成指導

障害者雇用に関する相談

ハローワーク
障害者求人の受理

ハローワーク
障害者の紹介

ハローワーク ジ
ョ
ブ
コ
ー
チ
支
援

講
習
・
各
種
助
成
金
な
ど

特
定
求
職
者
雇
用
開
発

助
成
金

ト
ラ
イ
ア
ル
雇
用

トライアル雇用の手続き

ハローワーク
特定求職者雇用開発助成金の申請

高齢・障害者雇用支援
センター

講習・各種助成金など

障害者就業・生活支援
センター

家庭訪問などによる生活相談

地域障害者職業センター
ジョブコーチ支援の開始

障害特性に応じた職務の相談
地域障害者職業センター

受け入れ部署の決定

継続雇用

障害者の生活面の課題

面 　 接

雇 　 用

支援機関と連携し、支援体制や助成措置を活用した流れの一例をご紹介します。
なお、支援制度や助成措置の活用のためには、それぞれ要件があります。

障害者雇用に関する
研修などを行うこと
もできます。

支援機関の職員が利用者の面接
に同行することもできます。
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障害者雇用を支援する施策

高齢・障害者雇用支援センター（p.69）

※平成 27 年 4 月より各都道府県支部高齢・障害者業務

課及び高齢・障害者窓口サービス課に名称変更）

障害者雇用納付金制度
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障害者雇用を支援する施策
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障害者トライアル雇用奨励金

○対象労働者

ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等の紹介により、 就職が困難な障害者を一定

期間雇用することにより、 その適性や業務遂行可能性を見極め、 求職者及び求人者の相互

理 解 を 促 進 す る こ と 等 を 通 じ て、 障 害 者 の 早 期 就 職 の 実 現 や 雇 用 機 会 の 創 出 を 図 る こ と を

目的としています。

次の [1] と [2 ] の両方に該当する者であること 

[1 ]  継続雇用する労働者としての雇入れを希望している者であって、 障害者トライアル雇用

　　 制度を理解した上で、 障害者トライアル雇用による雇入れについても希望している者 

[2 ]  次のア～カのいずれかに該当する者 

ア 重度身体障害者

イ 重度知的障害者

ウ 精神障害者

エ 紹介日において就労の経験のない職業に就くことを希望する者

オ 紹介日前２年以内に、 離職が２回以上または転職が２回以上ある者

カ 紹介日前において離職している期間が６カ月を超えている者

○雇入れの条件

（１） ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等の紹介により雇い入れること

（２） 障害者トライアル雇用等の期間について、 雇用保険被保険者資格取得の届出を行うこと。

※ このほかにも、 雇用関係助成金共通の要件などいくつかの支給要件がありますので、

詳しくは p.66 の 「お問い合わせ先」 までご確認ください。

○受給額

支給対象者 1 人につき月額最大 4 万円 （最長 3 か月間）
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障害者雇用を支援する施策

障害者短時間トライアル雇用奨励金

○対象労働者

　継続雇用する労働者として雇用することを目的に、 障害者を一定の期間を定めて試行的に

雇 用 す る も の で あ っ て、 雇 入 れ 時 の 週 の 所 定 労 働 時 間 を 10 時 間 以 上 20 時 間 未 満 と し、

障害者の職場適応状況や体調等に応じて、 同期間中にこれを 20 時間以上とすることを目指す

ものをいいます。

　本奨励金における 「対象労働者」 は、 継続雇用する労働者としての雇入れを希望している

者であって、 障害者短時間トライアル雇用制度を理解した上で、 障害者短時間トライアル雇

用による雇入れについても希望している精神障害者または発達障害者が対象となります。

この事例集で紹介している施策のほか、「精神障害者雇用安定奨励金」のような助成制度、ハロー

ワークにおける精神障害者雇用トータルサポーターの配置、地域障害者職業センターにおける

精神障害者に対する総合的雇用支援の実施なども整備されています。

厚生労働省のホームページでは、「好事例集」として精神障害者の雇用事例などが紹介されています。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/shougaishakoyou/
shisaku/jirei/index.html

○雇入れの条件

（１） ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等の紹介により雇い入れること

（２） 3 か月から 12 か月間の短時間トライアル雇用をすること

○受給額

受給対象者 1 人につき月額最大 2 万円 （最長 12 か月間）

◎精神障害者を対象とした支援施策について

都道府県労働局、ハローワーク
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地域障害者職業センター（p.68）

・ 障害特性に配慮した雇用管理に関する助言

・ 配置、職務内容の設定に関する助言

・ 作業遂行力の向上支援

・ 職場内コミュニケーション能力の向上支援

・ 健康管理、生活リズムの構築支援

・ 障害の理解に係る社内啓発

・ 障害者との関わり方に関する助言

・ 指導方法に関する助言

不適応課題を分析し、

集中的に改善を図る

（例 ： 週 3～4 日訪問） （例 ： 週 1～2 日訪問）

支援期間１～７か月（標準２～４か月）（地域障害者職業センターの場合）

支援ノウハウの伝授やキーパーソンの育成

により、支援の主体を徐々に職場に移行 数週間～数か月に
一度訪問

・ 安定した職業生活を送るための

家族の関わり方に関する助言

障  害  者
事  業  主

（管理監督者・人事担当者）

家族同僚

同僚

集中支援 移行支援 フォローアップ

上司

職　　場
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